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学校運営協議会設置に向けて 
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・学校運営の基本方針の承認 
・＇学校運営に関する意見（ 
・＇教職員の任用に関する意見（ 
＊ 
・学校支援活動等の総合的な企画・調整 

・学校関係者評価の基本方針の検討 
・学校運営に関する全体的な協議 
 

コミュニティ・スクールのイメージ 

地域学校協働本部 
＇学校応援団（ 

コミュニティ・スクール＇ＣＳ（ 

・地域住民や保護者、地域の団体等の人材
が参画し、活動プログラム等を企画・運営する。 

・構成メンバーとして、地域コーディネーター、
ＰＴＡ代表、学習支援ボランティア、公民館長
等が考えられる。 

・文部科学省では、２０１６年度末までに
全国の学校の１割に当たる３０００校をＣ
Ｓにすることを目標＇３６００校1.2割（ 

・さらに中教審答申では、全国全ての公
立小中学校をＣＳにすることを提案して
いる。＇地教行法改正でH29.4～CSが努
力義務化に！（ 

学校運営協議会 

安全見守り隊 

シルバーボランティア 

育成会＇有価物回収等（ 

地域人材活用＇栽培等（ 

学校評議員会 

学校関係者評価 

委員会 

学習支援ボランティア 

学校評価 

自己評価の実施 

公表 

設置者への報告 

運営に関する意見 評価 
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制度の違い  
コミュニティ・スクール(ＣＳ)の経緯 
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学校運営協議会について 

• 学校運営協議会という仕組み 

  平成１６年 地方教育行政の組織及び運営に関
する法律＇地教行法（47条の５に新設 

①学校の運営方針について、校長が運営協議会か
ら承認を得ること 

②運営に対して委員が意見を述べることができる 

③教員の人事に対して、教育委員会規則に定める
事項について、委員が意見を述べることができる。 
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＇必須（ 

＇任意（ 

＇任意（ 

主語は教育委員会 

コミュニティ・スクール＇学校運営協議会制度（について 
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改正事項 

①学校運営協議会の設置を努力義務化 

②学校運営への必要な支援に関する協議の役割を追加し、必要な委員を追加 

    学校運営への必要な支援に関する協議も行うよう、役割を見直す協議の 

   結果に関する情報提供の努力義務化 

    地域学校協働活動推進員やこれに準ずる者を委員に加える 

③委員の任命に関する校長の意見申出を規定 

    校長がリーダーシップを発揮できる仕組みを規定 

④任用に関する意見の柔軟化 

    教職員の任用に関する意見の対象とするか、教育委員会規則で規定 

    ＇例：特定の教員に関するものは除く など（ 

⑤複数校で一つの協議会を設置することを可能に 

    小中一貫教育など、相互に密接な連携を図る必要がある場合には、二 

   以上の学校について一の協議会を置くことができる 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律＇地教行法（４７条の６
＇）４７条の５から４７条の６に変更（H29.4.1～ 
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教育委員会規則に
明記する。 
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平成29年3月地教行法の改正 
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文科省H30概算要求説明会資料より 
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平成29年3月地教行法の改正 
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なぜ学校運営協議会が導入されたか 

○学校と家庭・地域との関係 
 →制度的な仕組みがあれば校長、教員の異動があっても 
   協力体制が維持できる 
○ＰＴＡ組織、活動内容の改善 
 →学校の補完的存在＇例、役員が決まらない等（から、再び、教員とともに 
  子供の健全育成を目指す共同体へ 
○安心・安全な学校、地域づくり／２０１１年東日本大震災 
 →登下校、地域活動時の安全 
  緊急時の避難場所としての学校、 
  避難所運営 
  緊急事態時の学校再開  等 
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堀井啓幸 常葉大学教授 
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コミュニティ・スクール(ＣＳ)の経緯 

 学校の運営の在り方に家庭・地域の代表の方が
入って、もう尐しよい学校をつくり上げていこうという
動きになった。具体的には、平成１２年に学校評議
員制度ができた＇学校教育法施行規則４９条（。 

 学校評価の取組と相まって、全国的な広がりを見
せたが、学校評議員の権限はあくまで「意見を述べ
る」ことにとどまり、その意見も拘束力を伴わないこ
とから、拡大に伴いその形骸化も指摘されるように
なった。 
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学校評議員制度 
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コミュニティ・スクール(ＣＳ)の経緯 

学校評議員制度の形骸化に伴い、さらに「社会総掛
かり」で子供を育てていくこと、そして「地域に開かれ
た学校づくり」を一層推進するため、平成１６年に学
校運営協議会制度ができた＇地方教育行政の組織
及び運営に関する法律４７条５（。 
 

もともと山梨県では学校と家庭、地域の連携がよく、
あえて制度を取り入れることでギスギスしてしまうこ
との懸念がある。 
 ＇南部中事業記録より 堀井啓幸 常葉大学教授（ 

山梨県教育庁義務教育課 

Yamanashi   Prefectural  Board  of  Education   Compulsory   Education   Division 

学校運営協議会制度 
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CSにすることによるメリット 
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文科省「コミュニティ・スクールって何？！」H28.7資料より 



だから、コミュニティ・スクールにしました。 
＇『コミュニティ･スクールって何？！』文部科学省より（ 
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文科省「コミュニティ・スクールって何？！」H28.7資料より 
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文科省「コミュニティ・スクールって何？！」H28.7資料より 
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平成２９年度現在  
全国 ３，６００校（10％超）            
山梨    １０校（約4％） 

自治体数も増加 

H27:240⇒H28:294⇒H29:378 
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山梨県内 コミュニティ・スクール 

10校 
 公立学校全国３６００校＇H29.4.1（ 
＇内 小中３３９８校＇11.7％（ 

２０１７．１０．１ 
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学校運営協議会の設置及び設置予定の状況

市町村 学　校 設　置　日 事業計画年

1 甲斐市 双葉西小学校 平成24年4月1日

2 押原小学校 平成26年5月1日

3 西条小学校 平成27年4月1日 H27-28
4 常永小学校 平成27年4月1日 H27-28
5 押原中学校 平成27年4月1日 H27-28
6 中央市 田富南小学校 平成28年4月1日 H27-28 ★
7 北杜市 泉小学校 平成29年4月25日 H27-28 ★
8 南部町 南部中学校 平成28年5月1日 H27-28 ★
9 山梨市 笛川小学校 平成28年6月1日 H27-28

10 都留市 旭小学校 平成29年7月1日 H27-28 ★
11 菱山小学校 平成30年4月1日（予定） H28-29 ★
12 大和小学校 平成31年4月1日（予定） H29-30 ★
13 富士川町 増穂南小学校 平成30年4月1日（予定） H29-30 ◎
14 島田小学校 平成30年4月1日（予定） H27-28
15 上野原中学校 平成30年4月1日（予定） H28-29 ★
16 大月市 初狩小学校 平成30年4月1日（予定） H28-29 ★
17 富士吉田市 吉田小学校 未定 H29-30 ◎
18 河口湖南中学校組合 河口湖南中学校 未定

）山梨市は全ての公立小中学校でCSを検討中
◎コミュニティ･スクール導入等促進事業＇国の補助事業（

補助金の負担：国，県，市町　それぞれ１／３

○県単独事業
★コミュニティ･スクール導入等促進事業＇国の補助事業（

補助金の負担：国１／３　市町２／３

昭和町

甲州市

上野原市
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Ｑ＆Ａ 
１．基本方針の承認が求められることで、校 
長が学校運営をしにくくなるのでは？ 

・承認されなかった事例
はない。 

・対立、トラブルを引き起
こすような意見ではない。 

２．教職員の任用に関する意見で人事が混
乱するのでは？ 

３．学校評議員の仕組みで十分では？ 

４．学校支援の取組が十分で、学校運営協
議会まで取り入れる必要がないのでは？ 

・任意意見申出率６．６％ 

・あくまで尊重規定で任
命権者の任命権を拘束
しない。 

・議論がより活性化して
いく傾向がある。 

・学校運営協議会を設
けることで、支援活動が
活性化する傾向がある。 

⇒ＣＳ設置後、７６％が評議会を廃止、停止 

⇒ＣＳ設置後、８７．９％で活動が活性化 

⇒任用意見申出率６．６％。ただし、そのすべてが、欲しい
人材＇部活顧問、若い教員（の要望、加配・留任の要望 

⇒意見 新たなアイディア77%、文書の訂正51% 
⇒修正 修正意見なし93%、修正意見あり後承認7% 
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これからの教育課程 
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どうやって 
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 学校運営協議会設置までの取組 
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甲斐市教
育委員会
(双葉西小) 

「運営協議会推進委員会」発足＇５回実施（ 
・既存組織を進化発展させていくことの方 
 向性を確認 
・先進校視察研修＇東京都、静岡県等（報告会 
・学校運営協議会の構成についての検討 
・学校運営協議会規則検討＇甲斐市教委（ 
 

・「運営協議会推進委
員会」 ４回実施 
・学校長自ら地域をま
わり、学校応援団を募
り「学校支援地域会議」
発足 
・学校運営協議会規則
制定＇3.29（ 

 

1年目 ２年目 

３年目＇H24)  ４月１日学校運営協議会設置＇学校運営協議会規則施行（ 

昭和町教
育委員会
(押原小) 

「運営協議会推進委員会」発足＇４回実施（ 
・関係団体等説明会 
・先進校視察＇富山県、長野県、神奈川県（ 

・学校運営協議会規則検討＇昭和町教委（ 
・押原小学校運営協議会要綱の検討 
・協議会委員選任に関する検討 
 

２年目＇H26) ４月１日規則、要綱施行 ５月１日学校運営協議会設置 

※西条小、常永小、押原中、
南部中、田富南小等が押原
小を参考に2年目に設置 
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＇国新規（コミュニティ･スクール推進体制構築事業 

• 今年度まで＇CS導入等促進事業（ 

 対象：設置者から指定された学校に対して補助 

     国１／３、県１／３、市町村１／３  

 

• 次年度から＇CS推進体制構築事業（ 

 対象：域内の全ての公立学校をCSにすることを目指す 

     設置者に対して補助 

     国１／３、県１／３、市町村１／３  
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山梨型CSの実現に向けて 

• 学校間連携と学校と家庭・地域の連携を進め
る「スクラム教育」の推進 

 ＇多様な主体がスクラムを組んで教育に参画（ 

10校 
 

H２９．１０．１ 

15校 
 

H30 H33には・・・ 

全ての学校を
CSにする準備
が求められる
可能性がある。 
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「地域とともにある学校づくり」に向けて 
ともに推進していきましょう！ 
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